
防府市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号通所事業生活維持・地

域型サービス実施要綱 

平成２９年２月２３日制定 

（目的）  

第１条 この要綱は、地域の既存施設等で介護予防に資する通所事業を行うこ

とにより、地域における介護予防及び日常生活支援の拠点づくりに寄与する

ことを目的に、防府市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下「要

綱」という。）に定める第１号通所事業生活維持・地域型サービス（以下「

生活維持・地域型サービス」という。）の実施に必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。

以下「施行規則」という。）、地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日

老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）及び要綱の例による。 

（実施主体）  

第３条 生活維持・地域型サービスの実施主体は、防府市とする。ただし、法

第１１５条の４７第４項の規定に基づく施行規則第１４０条の６９の規定に

適合する者に対して委託する。 

（利用対象者）  

第４条 生活維持・地域型サービスを利用できる者は、要支援認定を受けた第

１号被保険者及び平成２７年厚生労働省告示第１９７号に定める基本チェッ

クリストの記入内容が告示に定める事業対象者基準に該当した第１号被保険

者とする。 

（人員、設備及び運営に関する基準） 

第５条 生活維持・地域型サービスの実施に係る人員、設備及び運営に関する

基準は、防府市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号通所事業生活維持

型に係る人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱に準じる。 

（委託料）  

第６条 生活維持・地域型サービスの委託料は、別表で定める額に１００分の



９０を乗じた額とする。 

３ 法第５９条の２第２項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上の

所得を有する者に係る委託料について前項の規定を運用する場合においては、

前項中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の７０」とする。 

（利用料金）  

第７条 生活維持・地域型サービスの利用に係る利用料金は、別表で定める額

から、前条による委託料を控除した額とする。ただし、食糧費その他の実費

については利用者の負担とすることができる。 

（賠償の免責）  

第８条 生活維持・地域型サービスの実施に関して生じた事故による損害につ

いては、特別な理由がある場合を除くほか、市は賠償の責を負わない。 

（その他）  

第９条 この要綱に定めるもののほか事業の実施に関して必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の第６条の規定は、施行の日以後に利用対象者が受

けたサービスの委託料について適用し、同日前に利用対象者が受けたサービ

スの委託料については、なお従前の例による。 

 

 

 

２ 法第５９条の２第１項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上の

所得を有する者（次項に掲げる者を除く。）に係る委託料について前項の規

定を運用する場合においては、前項中「１００分の９０」とあるのは、「１

００分の８０」とする。 

   附 則 

 （施行日） 

１ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 



別表 （生活維持・地域型サービスの単価） 

サービスの名称 利用対象者１人あたりの単価 

生活維持型（サービスを提供する所要

時間が４時間から７時間） 

３，３００円 

生活維持・短時間型（サービスを提供

する所要時間が２時間から３時間） 

２，５００円 

 

 


